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10/6(木) 「介護事業のための介護事業所に見合う人事制度（キャリアパス）の 

作り方セミナー」  講師： 原田 匡氏 (介護元気化プロジェクト株式会社 代表取締役) 

会場： 港区立商工会館 第三・四会議室  受講料 3,000 円  

詳しくは、０３－６４５０－２１７３ 上田(カミダ)、野口まで 
訪問介護の経営者は「事業家になるべき」 

 

 日本介護経営研究協会専務理事の小濱道博氏は 8 月

25 日「のがもトータルプランサポート」主催のセミナ

ーで講演し、今後、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の導入などによって、訪問介護事業所を取り巻く経

営環境は厳しさを増し、安定した経営を実現するため

には「訪問介護（の経営者）は、事業家になっていか

なければならない」と指摘した。 

 小濱氏の指摘内容は以下のとおり。 

 

✔改正介護保険法の成立によって、最も大きな影響を

受けるのは訪問介護事業者。 

✔新たに導入される定期巡回・随時対応型訪問介護看

護は、訪問介護と完全に競合する。 

✔今後の訪問介護の市場は、新たな競合サービスの登

場などによって縮小すると予測し、「（訪問介護の）領

域だけにとどまっていると危険。（訪問介護の経営者

は）デイサービスや生活支援サービスにも参入するな

どの事業を多角化する必要がある」 

 

 廃止が延期された介護療養病床の転換について、 

✔患者の受け皿がないからの延期。受け皿が確保でき

なければ、（2017 年度末以降も）廃止は延期される可

能性がある。 

✔高齢者住まい法改正によって創設されるサービス付

高齢者向け住宅は、介護療養病床の受け皿になりうる

存在。訪問介護の事業者には、その建物の一部にテナ

ントとして入るという戦略がある。 

 

 今後、介護事業者が取り組むべきことは、 

✔今、取っていない加算を積極的に取ること。 

✔来年 4 月の介護報酬改定に合わせて設けられる新し

い加算をたくさん取ること。 

 

「それが出来なければ、これからは生き残っていけな

い。そのためにも法律を勉強すると同時に、介護に強

い税理士や弁護士などの専門家の力を活用すべき」と

訴えた。               

 

（CB news） 

 

複合型事業所の看護サービスは登録者のみに 
 

 9 月 22 日の社会保障審議会介護給付費分科会で、小規

模多機能型居宅介護と訪問看護のサービスを一体的に提

供する複合型サービス事業所について、厚生労働省は「看

護サービスを提供するのは事業所の登録者（最大 25 人）

に対してのみ」とする方針を委員に説明した。また、厚

労省は、同事業所の人員や設備の基準案なども示した。 

 

 厚労省は、来年度から創設される複合型サービス事業

所の人員・設備・運営基準などについて提案し、登録定

員や職員の配置数などは原則として小規模多機能型居宅

介護に準じた内容にするとした。 

 

 しかし、看護職員の配置などは、訪問（看護）サービ

スを行う看護師の人員配置基準を 2.5 人（うち 1人は看

護師か保健師）とした一方、宿泊サービスについては夜

勤・宿直の配置を限定せず、必要に応じて対応できる体

制を確保する基準にすることを提案。 

 

 また、複合型サービス事業所が訪問看護事業所と一体

的な運営をしている場合は、兼務を認めるとした。 

 

 この他、管理者の要件や訪問看護指示書を使って主治

医との連携を図る仕組みにする案なども示した。 

  

 ほかにも、複合型サービス事業所で提供する訪問（看

護）サービスの介護報酬について、小規模多機能型居宅

介護費に評価を付加する形で算定するとし、付加部分の

支払い方法は、利用者の状態の変化に合わせて柔軟にサ

ービスを提供できることなどから、包括払いとすること

を提案した。 

 

（CB news） 

 

 

 

 

 

 

詳しくは、無料メール相談までお気軽にお問い合わせく

ださい。  noguchi_m@sat.bbiq.jp 

 

セミナー 
情報 

E –mail: noguchi_m@sat.bbiq.jp FAX ０３－６４５０－２１７４ 

9/1付けで「松田・上野税理士法人」から「上野税理士法人」へ社名を変更しました。 


